




 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 















① 第１種（男性労働者の出生時育児休業取得）

2023年度 両立支援等助成金のご案内

・都道府県労働局

●育児・介護休業法に定める雇用環境整備の措置を複数行っていること。

●育児休業取得者の業務を代替する労働者の、業務見直しに係る規定等を策定し、当該規定に
基づき業務体制の整備をしていること。

●男性労働者が子の出生後８週間以内に開始する連続５日以上の育児休業を取得すること。

（※所定労働日が４日以上含まれていることが必要です。）

＜代替要員加算＞

●男性労働者の育児休業期間中の代替要員を新たに確保した場合に支給額を加算します。

＜育児休業等に関する情報公表加算＞

●自社の育児休業の取得状況（男性の育児休業等取得率、女性の育児休業取得率、男女別の育
児休業取得日数）を「両立支援のひろば」サイト上で公表した場合に支給額を加算します。

事業主の皆さまへ

男性労働者が育児休業を取得しやすい雇用環境整備や業務体制整備を行い、育児休業を取得

した男性労働者が生じた事業主に支給します。

※１事業主につき１回限りの支給。
※第１種の対象となった同一の育児休業取得者の同一の育児休業について、育児休業等支援コース（育休取得時等）との併給はできません。

職業生活と家庭生活が両立できる“職場環境づくり”のために、以下の取組を支援します!!

職業生活と

家庭生活の

両立支援

おもな
要件

●第１種の助成金を受給していること。

●育児・介護休業法に定める雇用環境整備の措置を複数行っていること。

●育児休業取得者の業務を代替する労働者の、業務見直しに係る規定等を策定し、当該規定に
基づき業務体制の整備をしていること。

●第１種の申請をしてから３事業年度以内に、男性労働者の育児休業取得率（％）の数値が30
ポイント以上上昇していること。

または

第１種の申請年度に子が出生した男性労働者が５人未満かつ育児休業取得率が70％以上の場
合に、その後の３事業年度の中で２年連続70％以上となったこと。

●育児休業を取得した男性労働者が、第１種申請の対象となる労働者の他に２人以上いること。

②第２種（ 男性労働者の育児休業取得率上昇）

仕事と介護の両立支援！

男性の育児休業取得を促進！

仕事と育児の両立支援！

１ 出生時両立支援コース
（子育てパパ支援助成金）

２ 介護離職防止支援コース

３ 育児休業等支援コース

※新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇取得支援コース、不妊治療両立支援コースについては、
厚生労働省のホームページをご参照ください。

１ 出生時両立支援コース（子育てパパ支援助成金） 中小企業事業主のみ対象

支給額

①

第１種 20万円

代替要員加算 20万円（代替要員を３人以上確保した場合には45万円）
育児休業等に関する

情報公表加算 2万円

② 第２種

１事業年度以内に30ポイント以上上昇した場合：60万円
２事業年度以内に30ポイント以上上昇した（または連続70％以上）場合：40万円
３事業年度以内に30ポイント以上上昇した（または連続70％以上）場合：20万円

New



「介護支援プラン★」を作成し、

プランに沿って労働者の円滑な介

護休業の取得・職場復帰に取り組

み、介護休業を取得した労働者が

生じた、または介護のための柔軟

な就労形態の制度（介護両立支援

制度）の利用者が生じた中小企業

事業主に支給します。

A：介護休業

○休業取得時

●介護休業の取得、職場復帰について、プランにより支援する措置を実施する旨を、あらかじめ労
働者へ周知すること。

●介護に直面した労働者との面談を実施し、面談結果を記録した上で介護の状況や今後の働き方に
ついての希望等を確認のうえ、プランを作成すること。★

●プランに基づき、業務の引き継ぎを実施し、対象労働者が合計５日（所定労働日）以上の介護休
業を取得すること。

○職場復帰時

※休業取得時と同一の対象介護休業取得者である（休業取得時を受給していない場合申請不可）とともに、休業取得時の要件かつ
以下を満たすことが必要です。

●「休業取得時」の受給対象である労働者に対し、介護休業終了後にその上司または人事労務担当
者が面談を実施し、面談結果を記録すること。

●対象労働者を、面談結果を踏まえ原則として原職等に復帰させ、原職等復帰後も申請日までの間、
雇用保険被保険者として３か月以上継続雇用していること。

＜業務代替支援加算＞ ※職場復帰時への加算

●介護休業期間中の代替要員を新規雇用等で確保した場合（新規雇用）、

または、代替要員を確保せずに業務を見直し、周囲の社員により対象労働者の業務をカバーさせ
た場合（手当支給等）に支給額を加算します。

おもな
要件

●介護両立支援制度の利用について、プランにより支援する措置を実施する旨を、あらかじめ労働
者へ周知すること。

●介護に直面した労働者との面談を実施し、面談結果を記録した上で介護の状況や今後の働き方に
ついての希望等を確認のうえ、プランを作成すること。★

●プランに基づき業務体制の検討を行い、以下のいずれか1つ以上の介護両立支援制度を対象労働
者が合計20日以上（＊１，２を除く）利用し、支給申請に係る期間の制度利用終了後から申請日
までの間、雇用保険被保険者として継続雇用していること。

B：介護両立支援制度（介護のための柔軟な就労形態の制度）

２ 介護離職防止支援コース 中小企業事業主のみ対象

・所定外労働の制限制度 ・介護のための在宅勤務制度

・時差出勤制度 ・法を上回る介護休暇制度＊１

・深夜業の制限制度 ・介護のためのフレックスタイム制度

・短時間勤務制度 ・介護サービス費用補助制度＊２

※Ａ，Ｂいずれも１事業主１年度５人まで支給。

★介護支援プランは原則として対象労働者の介護休業開始前または介護両立支援制度利用開始前に作成
する必要がありますが、介護休業開始後または介護両立支援制度の利用期間中に作成してもかまいま
せん。（※介護休業終了後または介護両立支援制度利用終了後に作成された場合は支給対象となりません。）

注）＊１，２の制度は利用期間が利用開始から６か月を経過する日の間に一定の要件を満たすことが必要

＜個別周知・環境整備加算＞ ※介護休業（休業取得時）または介護両立支援制度への加算

●受給対象の労働者に対し、介護休業・両立支援制度の自社制度の説明を資料により行うこと。

●受給対象の労働者に対し、介護休業を取得した場合の待遇についての説明を資料により行うこと。

●社内の労働者向けに、仕事と介護を両立しやすい雇用環境整備の措置を２つ以上講じること。

支給額

Ａ介護
休業

休業取得時 30万円

職場復帰時 30万円

業務代替支援加算
新規雇用：20万円
手当支給等：５万円

Ｂ介護両立支援制度 30万円

個別周知・環境整備加算
（Ａ又はＢに加算）

15万円



※１事業主当たりＡ・Ｂ合わせて１年度10人まで支給（５年間）。

「育休復帰支援プラン★」を作成し、プランに沿って労働者

の円滑な育児休業の取得・職場復帰に取り組み、育児休業を

取得した労働者が生じた中小企業事業主に支給します。
※A・Bとも１事業主２人まで支給（無期雇用労働者1人、
有期雇用労働者1人）。

A：育休取得時

●育児休業の取得、職場復帰についてプランにより支援する措置を実施する旨を、あらかじめ労
働者へ周知すること。

●育児に直面した労働者との面談を実施し、面談結果を記録した上で育児の状況や今後の働き方
についての希望等を確認のうえ、プランを作成すること。★

●プランに基づき、対象労働者の育児休業（産前休業から引き続き産後休業及び育児休業をする
場合は、産前休業。）の開始日の前日までに、プランに基づいて業務の引き継ぎを実施し、対
象労働者に、連続３か月以上の育児休業（産後休業の終了後引き続き育児休業をする場合は、
産後休業を含んで連続３か月以上）を取得させること。

おもな
要件

３ 育児休業等支援コース 中小企業事業主のみ対象

B：職場復帰時

●対象労働者の育児休業中にプランに基づく措置を実施し、職務や業務の情報・資料の提供を実
施すること。

●育休取得時にかかる同一の対象労働者に対し、育児休業終了前にその上司または人事労務担当
者が面談を実施し、面談結果を記録すること。

●対象労働者を、面談結果を踏まえ原則として原職等に復帰させ、原職等復帰後も申請日までの
間、雇用保険被保険者として６か月以上継続雇用していること。

Ⅰ 育休取得時・職場復帰時

育児休業取得者の業務を代替する労働者を

確保し、かつ育児休業取得者を原職等に復

帰させた中小企業事業主に支給します。

●育児休業取得者を、育児休業終了後、原職等に復帰させる旨を就業規則等に規定すること。

●対象労働者が３か月以上の育児休業（産後休業の終了後引き続き育児休業をする場合は、産後
休業を含む）を取得し、事業主が休業期間中の代替要員を新たに確保する（A）または代替要員
を確保せずに業務を見直し、周囲の社員により対象労働者の業務をカバーさせる（B）こと。

●対象労働者を上記規定に基づき原職等に復帰させ、原職等復帰後も申請日までの間、雇用保険
被保険者として６か月以上継続雇用していること。

おもな
要件

Ⅱ 業務代替支援

※「A：育休取得時」の助成金支給対象となった同一の対象労働者について、以下の全ての取組を行うことが必要です。

支給額

Ａ 新規雇用 50万円

Ｂ 手当支給等 10万円

有期雇用労働者加算
※育児休業取得者が有期雇用労働者の場合に加算

10万円

※職場復帰時は、育休取得時を受給していない場合申請不可

Ⅲ 職場復帰後支援 支給額

制度導入時 30万円

制度利用時
A:子の看護休暇制度 1,000円×時間
B:保育サービス費用補助制度 実費の2/3

※制度導入については、AまたはBの制度導入時いずれか１回のみの支給。
制度導入のみの申請は不可。

※制度利用は、最初の申請日から３年以内５人まで支給。
１事業主当たりの上限は、A：200時間、B：20万円まで。

育児休業から復帰後、仕事と育児の両立が

特に困難な時期にある労働者のため、以下

の制度導入などの支援に取り組み、利用者

が生じた中小企業事業主に支給します。

おもな
要件

●育児・介護休業法を上回る「A：子の看護休暇制度（有給、時間単位）」または「B：保育サー

ビス費用補助制度」を導入していること。

●対象労働者が１か月以上の育児休業（産後休業を含む）から復帰した後６か月以内において、

導入した制度の一定の利用実績（A：子の看護休暇制度 は10時間以上（有給）の取得または

B：保育サービス費用補助制度は３万円以上の補助）があること。

支給額

A 休業取得時 30万円

B 職場復帰時 30万円

＜育児休業等に関する情報公表加算＞※Ⅰ～Ⅲのいずれかに１回のみ加算

●自社の育児休業の取得状況（男性の育児休業等取得率、女性の育児休業取得率、男女
別の育児休業取得日数）を「両立支援のひろば」サイト上で公表した場合に支給額を
加算します。

支給額

２万円

New



両立支援等助成金 厚生労働省 検 索

◎支給申請書や記載例は、厚生労働省HPからダウンロードできます。
◎その他詳しい支給の要件や手続等については、厚生労働省HPをご参照いただくか、

会社所在地を管轄する都道府県労働局へお問い合わせください。

2023年３月作成 リーフレットNo.３

小売業（飲食業含む） 資本額または出資額が5千万円以下、または常時雇用する労働者数が50人以下

サービス業 資本額または出資額が5千万円以下、または常時雇用する労働者数が100人以下

卸売業 資本額または出資額が１億円以下、または常時雇用する労働者数が100人以下

その他 資本額または出資額が３億円以下、または常時雇用する労働者数が300人以下

➢ 中小企業事業主の範囲は、以下のとおりです。中小企業の範囲

生産性要件の廃止について
生産性要件（労働生産性を向上させた事業主に対する助成金の割増）については、令和４（2022）年度限りで廃止されま

した。これに伴い、生産性要件に該当しない場合も含め、助成金の支給額に変更が生じております。なお、各コースごとに
定めている経過措置により令和４年度以前の制度内容が適用される申請については、引き続き生産性要件の適用対象となる
ほか、変更前の支給額が適用されます。

※事業所内保育施設コースについては平成28（2016）年4月から新規計画の認定申請受付を停止しています。

★「介護支援プラン」「育休復帰支援プラン」について

労働者の介護休業や育児休業の取得及び職場復帰を円滑にするため事業主が作成するプランです。
・プランの作成の際には、厚生労働省HPに掲載している「介護支援プラン策定マニュアル」
「育休復帰支援プラン策定マニュアル」を参考にしてください。

・プラン策定のノウハウを持つ「仕事と家庭の両立支援プランナー」が中小企業に訪問
し、プラン策定支援を無料で行っています。詳細はHPをご覧ください。

厚生労働省 両立プランナー 検 索

支給額

支給対象労働者１人当たり 10万円

小学校等の臨時休業等により子どもの世話をする労働

者が利用できる有給休暇制度及び両立支援制度を整備

し、有給休暇の利用者が生じた事業主に支給します。 ※令和５年度内に１事業主当たり10人まで支給。（上限100万円）

おもな
要件

●小学校等の臨時休業等に伴い、子どもの世話を行う必要がある労働者が取得できる特別有給休暇制
度（賃金全額支給）について、労働協約または就業規則等に規定していること。

●小学校等が臨時休業等した場合でも勤務できる両立支援の仕組みを社内に周知していること。

（次のいずれかの制度）テレワーク勤務／短時間勤務制度／フレックスタイムの制度／時差出勤の制度
／小学校等の休業期間に限定した短時間勤務・時差出勤の制度／夜勤回数の制限／ベビーシッター費用補
助制度／・育児サービスの費用の補助・貸与／保育施設の設置・運営 等

●労働者１人につき、特別有給休暇を１日（または１日所定労働時間）以上取得させたこと。

●対象労働者について、特別有給休暇取得時または本助成金の申請日に雇用保険被保険者であること。

その他

●介護のための有給休暇（新型コロナウイルス感染症対応）について、所定労働日20日以上取得できる
制度及びその他就業と介護の両立に資する制度を設け、あらかじめ労働者に周知すること。

●対象労働者が介護のための有給休暇（新型コロナウイルス感染症対応）を合計５日以上取得すること。

●対象労働者を休暇取得日から申請日までの間、雇用保険被保険者として継続雇用していること。

支給額

支給対象労働者
１人当たり

5日以上10日未満 20万円
10日以上 35万円

介護離職防止支援コース（新型コロナウイルス感染症対応特例） 中小企業事業主
のみ対象

おもな
要件

育児休業等支援コース（新型コロナウイルス感染症対応特例）

※１事業主当たり１年度５人まで支給。

新型コロナウイルス感染症への対応として、介護のた

めの有給休暇制度を設け、介護を行う労働者が休みや

すい環境を整備した中小企業事業主に支給します。



企業が宣材写真の

撮影を委託

消費者が家族写真の撮影を委託

（事業者からの委託ではない）

自作の写真集をネットで販売

（売買であって委託ではない）

フリーランスの取引に関する

新しい法律ができました
「フリーランス・事業者間取引適正化等法」が2023年5月12日に

公布されました。2024年秋頃までに施行予定です。

法律の目的

この法律は、フリーランスの方が安心して働ける環境を整備するため、

①フリーランスの方と企業などの発注事業者の間の取引の適正化 と

②フリーランスの方の就業環境の整備

を図ることを目的としています。

法律の適用対象

発注事業者とフリーランスの間の「業務委託」に係る事業者間取引

フリーランス 業務委託の相手方である事業者で、従業員を使用しないもの

発注事業者 フリーランスに業務委託する事業者で、従業員を使用するもの

※ 一般的にフリーランスと呼ばれる方には、「従業員を使用している」「消費者を相手に取引をしている」

といった方も含まれますが、この法律における「フリーランス」には該当しません。

例：フリーランスとして働くカメラマンの場合

⚫ この法律上は、フリーランスは「特定受託事業者」、発注事業者は「特定業務委託事業者」とされていますが、この

リーフレットでは伝わりやすさを優先し、それぞれ「フリーランス」、「発注事業者」と表現しています。

⚫ 「従業員」には、短時間・短期間等の一時的に雇用される者は含まないこととしており、具体的には、「週労働20時間

以上かつ31日以上の雇用が見込まれる者」を「従業員」とすることを想定しています。

⚫ なお、契約名称が「業務委託」であっても、働き方の実態として労働者である場合は、この法律は適用されず、労働基

準法等の労働関係法令が適用されます。

企業

(従業員を使用)

フリーランス
(従業員を使用していない)

この法律の対象

消費者

消費者・企業

(不特定多数)

この法律の対象外



①

⚫ この法律は、2024（令和6）年秋ごろまでの施行を予定しており、従業員の範囲や継続的業務委託の具体的な期間、発

注事業者の義務の具体的な内容などは、施行までの間に、政省令・告示などで定められる予定です。

⚫ 詳細な法律の内容については、関係省庁のホームページをご覧ください。

⚫ 項目①～③については、公正取引委員会・中小企業庁、

項目④～⑦については、厚生労働省

までお問合せください。

※継続的業務委託：一定の期間以上行う業務委託のこと。具体的な期間については、今後、政令で定められる予定です。

法律の内容

発注事業者が満たす要件に応じてフリーランスに対しての義務の内容が異なります。

公正取引委員会 中小企業庁 厚生労働省

発注事業者 フリーランス

• 業務委託の相手方である事業者

• 従業員を使用していない

◼ フリーランスに業務委託する事業者

◼ 従業員を使用していない

◼ フリーランスに業務委託する事業者

◼ 従業員を使用している

◼ フリーランスに業務委託する事業者

◼ 従業員を使用している

◼ 継続的業務委託※をする

①、②、④、⑥

①、②、③、④、
⑤、⑥、⑦

義務項目

義 務 項 目 具 体 的 な 内 容

①
書面等による取引条件

の明示

業務委託をした場合の、書面等による「委託する業務の内容」「報酬の額」「支払期

日」等の取引条件を明示すること

②
報酬支払期日の設定・

期日内の支払

発注した物品等を受け取った日から数えて60日以内の報酬支払期日を設定し、期日内

に報酬を支払うこと

③ 禁止事項

フリーランスに対し、継続的業務委託をした場合に法律に定める行為をしてはならな

いこと

例えば、フリーランスに責任がないにもかかわらず、「発注した物品等を受け取らないこと」、

「発注時に決めた報酬額を後で減額すること」、「発注した物品等を受け取った後に返品するこ

と」などが禁止されます。

④ 募集情報の的確表示
広告などにフリーランスの募集に関する情報を掲載する際に、

• 虚偽の表示や誤解を与える表示をしてはならないこと

• 内容を正確かつ最新のものに保たなければならないこと

⑤
育児介護等と業務の

両立に対する配慮

継続的業務委託について、フリーランスが育児や介護などと業務を両立できるよう、

フリーランスの申出に応じて必要な配慮をしなければならないこと

例えば、「フリーランスが妊婦検診を受診するための時間を確保できるようにしたり、就業時間

を短縮する」、 「育児や介護等と両立可能な就業日・時間としたり、オンラインで業務を行うこ

とができるようにする」といった対応が想定されます。

⑥
ハラスメント対策に

係る体制整備

フリーランスに対するハラスメント行為に関する相談対応のための体制整備などの措

置を講じること

例えば、「従業員に対してハラスメント防止のための研修を行う」、「ハラスメントに関する相

談の担当者を決める」、「ハラスメントが発生した場合には、迅速に事実関係を把握する」など

の対応が想定されます。

⑦ 中途解除等の事前予告
継続的業務委託を中途解除したり、更新しないこととしたりする場合は、原則として

30日前までに予告しなければならないこと































  

～えるぼし認定を受けた会社様にお話をお聞きしました～ 

（丸昭建設株式会社 様） 

 

（写真：（左）丸昭建設株式会社 専務取締役 森博顕 様 （右）新田峰雄 熊本労働局長） 

 

―えるぼし認定に取り組もうと思われたきっかけを教えてください。― 

 

「えるぼし」は以前から知っていましたが、「男性の仕事」というイメージのある建設業ではハードルの

高いものだと思っていました。しかし、令和 5 年度からの経営事項審査において加点の対象になるとい

うことをきっかけに、改めてえるぼし認定の内容を読み進めていくと、決して取得できないものではない

とわかり、チャレンジすることにしました。 

 

―申請から認定までの手続きについて不安や問題点等はありましたか。― 

 

例えば「常時雇用する労働者」と「通常の労働者」の違い等、言葉の紛らわしさに多少困惑しましたが、

労働局の担当の方に丁寧に教えていただき、手続きを進めることができました。 

 

 ―今後の女性活躍推進に係る取り組みについての抱負を教えてください。― 

 

建設業は「男性の仕事」というイメージが強く、特に現場の技術者には女性が少ないという現状があ

ります。しかし、少子高齢化による働き手不足や、多角的な視点を持つ人材の必要性といった観点から、

最近では現場においても女性の採用が進められています。弊社でも 4 名の女性技術者を含め、16 名

の女性労働者が働いております。 

今後も女性の活躍を推進しながら、性別や働き方に関わらず、社員一人一人が最大限に能力を発

揮し活躍できる職場環境づくりを進めて参ります。 

 



  

～えるぼし認定を受けた会社様にお話をお聞きしました～ 

（株式会社興農園 様） 

 

（写真：（左）株式会社興農園 代表取締役 田中あや 様 （右）新田峰雄 熊本労働局長） 

 

―えるぼし認定に取り組もうと思われたきっかけを教えてください。― 

 

興農園ではこれまでも女性活躍推進に取り組んで参りましたが、2022 年度に女性社長が就任し、働

く方々の幸福を追求する「Well-Being」を掲げたことをきっかけに、より一層女性が能力を発揮しやすい

職場づくりに力を入れるようになりました。そのような中、「えるぼし」の存在を知り、全ての評価項目で

基準値を超えておりましたので、今後の女性活躍に向けた施策の土台作りとして、認定取得に取り組

むことに決めました。 

 

 

―申請から認定までの手続きについて不安や問題点等はありましたか。― 

 

厚生労働大臣の認定ということもあり、審査項目が多く、申請書類の用意に時間がかかりましたが、

熊本労働局様からの適切なアドバイスにより無事提出することができました。 

 

 

 ―今後の女性活躍推進に係る取り組みについての抱負を教えてください。― 

 

今後弊社では、職業生活と家庭生活との両立を支援する制度を整えていきたいと考えています。その一つとして

「短時間勤務制度の利用実績を男女共に 30％以上に引き上げる」ことを目標に掲げています。目標を達成する為に

は、同僚からの理解やフォロー体制といった職場風土の改善が不可欠です。まずは管理職向けに働き方に関するマ

ネジメントやワークライフバランス・ダイバーシティマネジメントに関する研修を行い、研修後に抽出した課題の改善を

継続しながら、ワークライフバランスを実現する制度の利用推進を図りたいと考えています。 



  

～えるぼし認定を受けた会社様にお話をお聞きしました～ 

（地方独立行政法人 くまもと県北病院 様） 

 

（写真：地方独立行政法人くまもと県北病院 理事長 山下康行 様） 

 

―えるぼし認定に取り組もうと思われたきっかけを教えてください。― 

 

平成 30 年度に初めて行動計画を策定した時から「えるぼし」「くるみん」認定制度の存在を知ってい

ました。当院には看護師をはじめ、様々な職種において多くの女性職員が就業しているため、ぜひ認定

を受けたいと考え、２年前から申請準備を行ってきました。 

 

 

―申請から認定までの手続きについて不安や問題点等はありましたか。― 

 

当院においては人事管理・勤怠管理システムを導入しております。しかし、職種が多岐にわたるため、

職種ごとに活躍の状況等を把握・分析することが困難でした。 

 

 

 ―今後の女性活躍推進に係る取り組みについての抱負を教えてください。― 

 

当院ではすでに大勢の女性職員が活躍しています。職員数からも女性優位であり（令和５年４月１日

現在 女性割合 74％）、管理的な業務にも多くの女性職員が登用されております。 

女性は妊娠・出産等でキャリアの中断が余儀なくされることも少なくありませんが、病院として積極的

に支援していく所存です。 

さらに就業環境の整備に努め、ワーク・ライフ・バランスに配慮した病院づくりをしていくことで、組織

の活性化・就業意欲の向上を図り、医療の質を高めていきたいと考えています。 







 
  

 
 
 
 
 
 

 
  

Q1 貴社は令和３年にくるみん認定を受けられていますが、認定後において社内外で影響はあり
ましたか。また、くるみんマークはどのように活用されましたか。 

Q2 プラチナくるみん認定に向けた取組を行うに当たって課題となった点や工夫された点はあり
ますか。 

認定企業：ソフトウエアビジョン株式会社 
代表取締役 福山 太志 様 

A1 社外への影響は、地場ＩＴ中小企業でありながら、子育て世代を大事にしている、子
育て世代へのサポートに重点をおいている企業としての認知につながったと感じており
ます。 

社内においては、会社が子育てサポートに対して高い意識をもって施策を策定・遂行
することで、管理職と社員の意識改革につながり、昨年には男性社員の１ヶ月間の育児
休暇取得につながりました。子育て世代の社員が活躍できる環境を会社全体でサポート
する意識の高まりを実感している次第です。男女関わらずワークライフバランスを向上
させ、柔軟な働き方を実現することで、社員の定着率の向上にも繋がっております。 

マークの活用としては、ホームページ、名刺に掲載しており、特に採用活動において
は、採用パンフレット、就活サイト、プレゼン資料に活用させていただいております。

A2  子育てサポートの制度を拡充させていくにあたり、子育て世代が抱えている課題や要
望を把握することが重要だと考え、社員の声を聞く機会を設けました。経営陣も交えて
意見交換をすることで、必要な支援や制度について議論し、制度導入を進めています。
しかし、子育て中の社員の働きやすさばかりを追求してはチームのバランスは崩れてし
まいます。会社としては、そのバランスが崩れないよう必要な体制を整えることや、全
従業員に対して子育て支援の重要性・目的についての説明を繰り返し行うことで、会社
全体で取り組む風土を醸成しています。 



 

Q3 プラチナくるみん認定企業としての今後の抱負についてお聞かせください。 

A3  これまで、様々な取り組みを積極的に行ってきたことで、社員同士が協力し合えるよ
うな雰囲気になり、事業や採用活動の発展・成果につながっていると感じています。し
かし、これはまだまだ通過点です。後々、 ”ダイヤモンドくるみん” が制定されるこ
とがあれば、その時は認定企業第１号となれるよう、さらなる雇用環境の整備を継続し
て行い、今後も社員一丸となって子育て世代の社員が働きやすい職場づくりに努めて参
ります。 


